
第一五四回

衆第三八号

　　　税務行政における国民の権利利益の保護に資するための国税通則法の一部を改正

する法律案

　国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）の一部を次のように改正する。

　目次中「第一節　通則（第一条―第四条）」を
「 第一節　通則（第一条―第四条）

第一節の二　税務行政の基本理念等（第四条の二―第四条の四） 」
に、「第三節　賦課課税方式による国税に係る税額等の確定手続（第三十一条―第三十

三条）」を
「 第三節　賦課課税方式による国税に係る税額等の確定手続（第三十一条―第三

十三条）
第四節　質問又は検査の事前通知等（第三十三条の二・第三十三条の三） 」

に改める。

　第一条中「公正な運営」を「運営における公正の確保と透明性の向上」に改め、「履

行」の下に「及び国民の権利利益の保護」を加える。

　第一章第一節の次に次の一節を加える。

　　　　第一節の二　税務行政運営の基本理念等

　（税務行政運営の基本理念）

第四条の二　税務行政の運営は、国民の納税義務の適正かつ円滑な履行が確保されるよ

う、公正を旨として行われなければならない。

２　国税当局は、税務行政に関する国民の理解を得るため、必要な情報の提供を行うと

ともに、税務行政に関する国民の意見、苦情等に誠実に対処しなければならない。

３　国税当局は、その職務の執行に当たつては、国民のプライバシーを尊重しなければ

ならない。

４　国税当局は、その職務の執行に当たつては、国民の権利利益の保護に常に配慮する

とともに、国民が納税に関して行つた手続は、誠実に行われたものとして、これを尊

重することを旨としなければならない。

　（税務行政運営の基本方針）

第四条の三　国税庁長官は、前条に定める税務行政運営の基本理念（次条において「基

本理念」という。）にのつとり、税務行政の運営の基本となる方針を定め、これを公

表しなければならない。

　（基本理念等に関する文書の作成及び普及）

第四条の四　国税当局は、基本理念及び納税の主体たる国民の権利利益の保護のために

必要な事項に関する文書を作成し、及びこれを普及しなければならない。

２　前項の文書は、平易な表現を用い、納税の主体たる国民の立場に立つて書かれたも

のでなければならない。



　第二章に次の一節を加える。

　　　　第四節　質問又は検査の事前通知等

　（税額の確定に係る調査等のための質問又は検査の事前通知等）

第三十三条の二　国税庁、国税局、税務署又は税関の当該職員は、納付すべき税額の確

定に係る調査等のための所得税法第二百三十四条第一項の規定その他の政令で定める

国税に関する法律の規定による質問又は検査（以下この条及び次条においてそれぞれ

単に「質問」又は「検査」という。）をしようとする場合には、質問又は検査をする

日の十四日前までに、その相手方に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなけれ

ばならない。ただし、検査をしようとする物件が隠滅される等調査の目的を達成する

ことが著しく困難になると認めるに足りる相当な理由がある場合は、この限りでな

い。

　一　相手方の氏名（法人については、名称）及び住所又は居所

　二　当該職員の氏名及び所属する官署

　三　調査を必要とする主たる理由

　四　質問又は検査の根拠となる法令の条項

　五　質問をする事項又は検査をする物件

　六　質問又は検査をする日時及び場所

　七　次項に規定する変更の申出に関する事項

　八　その他財務省令で定める事項

２　前項の通知を受けた者は、当該通知をした国税庁、国税局、税務署又は税関の当該

職員に対して、質問又は検査をする日時又は場所の変更を申し出ることができる。

３　国税庁、国税局、税務署又は税関の当該職員は、第一項ただし書に規定する場合に

おいて、質問又は検査をしようとするときは、その相手方に対し、同項第一号から第

五号まで及び第八号に掲げる事項を記載した書面を交付しなければならない。

　（税額の確定に係る調査の結果に関する情報の提供）

第三十三条の三　国税庁長官、国税局長、税務署長又は税関長は、当該職員が質問又は

検査を行つた場合には、当該質問又は検査の相手方に対し、当該質問又は検査に係る

調査の結果に関する情報を提供するものとする。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。

　（経過措置）

２　この法律による改正後の国税通則法第三十三条の二の規定は、この法律の施行の日

から起算して二十日を経過した日以後に行われる同条第一項に規定する質問又は検査

について適用する。


